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１．人口の推計と年齢構成
（人，%）

２．世帯構成（R3.9） ３．事業対象者・要支援認定者の状況
（世帯，％） （人，%）

４．介護保険サービス事業所数（R3.9）
（件）

※1　居宅介護支援・小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護事業所の件数

※2　地域密着型サービス事業所（小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護を除く）の件数

5．医療機関数
（件）

6．障がい者施設数
（件）

7．地域組織数
（件）

8．その他の福祉施設・事業所数
（件）

訪問看護 3

指定自立訓練事業所（生活・機能）

民生児童委員協議会 3

在宅福祉委員会 3

組織数

町会 5

2
シェアホーム

依存症リハビリ施設

機関数

サ高住・住宅型有料老人ホーム 10

就労支援準備事業 1

自立生活困難者支援

1

地域活動支援センター 1

指定児童発達支援事業所 3

指定放課後等デイサービス
9

事業所

指定共同生活援助事業所 6

指定一般相談支援事業所

4指定特定相談支援事業所

指定障害児相談支援事業所

指定就労継続支援事業所B型 4

指定生活介護事業所 4

指定短期入所事業所 3

指定障害者支援施設（入所） 2

指定就労継続支援事業所A型 1

指定就労定着支援事業所 0

0

指定就労移行支援事業所 0

介護老人保健施設 2

調剤薬局 29

事業所数

福祉用具貸与・販売 5

診療所 25

介護老人福祉施設 2

歯科 17

短期入所生活介護 7

機関数

短期入所療養介護 2

病院 5

36.3%

5,302

訪問リハビリテーション 4

通所介護 6

通所リハビリテーション 3

事業所数

訪問介護 8

訪問入浴 1

10,247 10,406 10,532 10,768 10,890 30.6%

4,642

5,409 5,530 5,605

全市

22,068 21,727 21,462 21,148 20,937 20,886 58.6% 54.4%

H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R3.9 割合H29.3

17.7%

生産年齢人口

高齢人口

（再）65～74歳

（再）75歳以上

9,944

18.6%

年少人口 4,265 4,172 4,057 3,965 3,862 3,847 10.8% 9.4%

4,821 5,054 5,123 5,238 5,285 14.8%

5,426 5,352

全市

4,000 20.7% 25.9%

2,389 12.4% 13.1%

割合 R2.9

522

圏　域　の　現　状　と　課　題

533 4,634

62.4% 65.4% 63.1%

R3.9 全市

836 815 7,340

7.9% 7.5% 8.1%

認定者数高齢者単身世帯

高齢者複数世帯

その他

世帯数

15.7%

12,891

居宅介護支援等（※1）

地域密着型サービス（※2）

事業所数

14

17

認定率

給付実績

給付率

61.0%66.9%
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9．保育・教育機関数 10．公共施設数
（件） （件）

11．金融機関数 12．その他の機関・施設数
（件） （件）

13．専門職事務所
（件）

社会福祉士事務所 1

司法書士事務所 1

行政書士事務所 4

コンビニ

小学校 6 亀田交流プラザ

機関数

新聞販売店 4

専門学校 1 交番 2

大学 1 運転免許試験場 1

高等学校 0 児童館 2

地域支援グループ 1

ヤクルト販売会社・販売店 2

パチンコ店 5

書店 3

商工会 2

コミュニティカフェ 1

21

スーパーマーケット 9

公衆浴場 4

動物病院 4

放課後児童クラブ 9

機関数

整骨院・接骨院・鍼灸院 29

郵便局 5

機関数

銀行 8

弁護士事務所 1

ドラッグストア 8

特別支援学校・高等支援学校 2 函館住宅都市施設公社 1

1

中学校 3 消防署 1

機関数 機関数

認可保育所・認定こども園
8

渡島総合振興局 1

幼稚園 函館市亀田支所 1
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14．圏域の特徴

○学校、商業施設、金融機関、医療機関、福祉施設（介護・障がい）や行政機関等が集中して
　整備されており、生活圏域がコンパクトシティ化されている。

○5町会の活動は盛んであり、老人クラブやサークル活動も多岐に渡って行われているが、町会
　の単位が大きく、町会館まで徒歩で通うことが難しい高齢者も少なからず居る。

○町会役員、民生児童委員や在宅福祉委員の高齢化が進み、成り手不足や後継者問題が顕著と
　なっている（地域課題を検討する地域ケア会議での関係者の声より）。

○令和2年4月に亀田交流プラザが開設。多くの住民や高齢者が集う場となっている。また、公
　共交通網形成整備が進められ、更に交通の便が良くなった。一方で高齢となり自家用車を手
　放すと移動手段に困る地区もある。

○高齢化率は全市と比較すると低いが、高齢化率の上昇ペースはとても早い。また、全市の高
　齢者人口は既に減少に転じているが、北東部第2圏域は2040年問題と言われる令和22年でも
　高齢者人口が増加すると推計されている（第9次函館市高齢者保健福祉計画より）。

○持ち家率が高く、家族同居率も高い。家族の支え合い、介護力があるという強みがある。
　一方で、高齢者虐待通報（疑いを含む）が全市平均と比較すると多い傾向にあり、介護負担
　や悩みを抱える世帯が多いと分析できる。

○ひきこもり調査によると北東部第2圏域は『広義のひきこもり群』にある方の割合が全市で最
　も多く、8050問題やダブルケアのような問題や生きづらさを感じている世帯が多い圏域であ
　ると推察される（令和2年度ひきこもりに関する実態調査より）。

○全市と比較すると年少人口の割合が高く、小中学校も多い。コミュニティ・スクール活動に
　意欲的な学校も多く、今後、更なる連携・協働が見込まれる。

15．日常生活圏域レベルの地域課題の整理に基づく地域課題

1

5

地域の高齢者が介護予防

や健康への意識を持つこ

とができる。

地域の高齢者の活動量が

低下し、フレイル状態に

陥っている。

・前期から後期高齢者への移行速度が

　早い

・意欲のある/なし、活動のある/なし

　の二極化

・介護予防に対する意識の低さ

・疾病が原因でようやく健康意識が芽

　生える

・意欲的な方へのマッチングが活用さ

　れていない

・健康意識が高まるタイミング（前期

　から後期高齢への移行）でコロナの

　蔓延があった

・意欲的な方の情報を得る機会の減少

・活動場所の閉鎖や休止による活動量

　の低下

・活動場所の減少が、活動的だった方

　々を不活発にしている

活動的だった高齢者が介

護予防の取り組みを継続

できる。

優先順位地域の問題 地域課題問題が生じている要因

3



　

3

地域の見守りや支え合い

の力が低下し、高齢者の

異変に気づくことが遅れ

ている。

・地域のネットワーク力低下

・1つ1つの町会規模が大きく関係が難

　しい

・新型コロナの影響で地域包括支援セ

　ンターと民生児童委員との連携不足

・民生児童委員、町会の地域住民への

　影響力低下

・民生児童委員の活動に負の影響が出

　ている（思うように活動できずあせ

　りの気持ち）

・コンビニや金融機関からの相談もあ

　るが、事業所間で温度差がある

・介護サービス事業所からの相談がな

　い（もしくは少ない）

・異変に気付いたその先の行動につな

　がらない

・既存のネットワークが縮小化

・新しいネットワークが構築されない

・面倒に巻き込まれるのが嫌で相談で

　きない

地域住民が気になる高齢

者について関係機関に相

談できる。

親世代が8050問題を知り

早期に相談をすることが

できる

2

・子ども世代が相談先を知らずに問題

　を抱え込んでしまっている

・相談のメリットやタイミングが分か

　らない

・介護や認知症に関する知識が不十分

・情報は持ってるが具体的なイメージ

　ができない

・親(高齢者)が元気なので、親子の立

　場の逆転が起こりにくい

・問題として表面化こそしていないが

　内在はしている

・問題を問題として意識していない

　(できない)

・問題が起きて初めて8050問題になる

・周囲に知られたくないため問題が表

　面化し難い

・親の変化に気づかない

・親の老いを認めたくない

本人・家族からの相談が

遅れることで問題が複雑

化・悪化している。

高齢者の子の世代がセン

ターの役割を知ることが

できる。

4

4



5

地域の高齢者が介護予防や健康

への意識を持つことができる。

・健康や介護予防のリーフレット作成、配布

・ふれあい昼食会等、高齢者が集まる場でのミニ講話

重　点　活　動

各業務での取組

・社会資源マップの再構築(再構成)

・サークル活動、町内会活動等、活動の場の情報提供

・休止していた健康づくり教室再開に向けた後方支援

・住民主体の健康づくり教室立ち上げ

・個人で取り組める運動の発信

・いきいき生活手帳の活用

・介護予防や健康に関する出前講座

・お散歩マップの作成

・圏域内コミュニティ・スクール活動との連携

・学校を経由し、保護者へセンターを周知

・4コマ漫画やオリジナルキャラクターの活用

・ホームページの内容見直し

・広報紙へのQRコード掲載継続

・相談者保護と相談先としてのセンター周知

・介護事業所(介護支援専門員、介護サービス事業所職員)に包

　括の役割をいま一度周知

・運営推進会議の活用

・施設内研修への出前講座(Onlineも可)や施設職員向けリーフ

　レットの配布

・町会・民生児童委員協議会への出前講座再開

・相談の少ない事業所へのアプローチ(成功体験の例示等)

・新たなネットワーク構築を模索

・コロナ禍で途絶えてしまった「顔の見える関係」の再構築

・広報紙を通しての8050問題の周知

・より広く多くの人の目に留まるような周知方法の見直し（全

　戸配布、介護サービス事業所経由で配布）

・8050問題の具体的なイメージが湧くリーフレットを作成

親世代が8050問題を知り早期に

相談をすることができる。

1

2

3

4

番号 地域課題

活動的だった高齢者が介護予防

の取り組みを継続できる。

高齢者の子の世代がセンターの

役割を知ることができる。

地域住民が気になる高齢者につ

いて関係機関に相談できる。

5



ア　地域包括支援センターの運営

　(ｱ)　総合相談支援業務

　【根拠法令】介護保険法第115条の45第2項第1号

　【目　　的】地域の高齢者等が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよう，地域に

　　　　　　　おける関係者とのネットワークを構築するとともに，高齢者等の心身の状況や生活実態，必要な支援等を

　　　　　　　幅広く把握し，相談を受け，地域における適切な保健・医療・福祉サービス，関係機関または制度の利用

　　　　　　　につなげる等の支援を行う。

活動目標に対する評価

○利用者基本情報作成状況 (件，人，%）

○総合相談対応件数 (件）

○新規相談件数 (件）

○対象者の世帯構成 (件）

〇ミーティングでのケース検討実施状況 (件）

〇連絡待ちの方へのアウトリーチ実施状況 (件）

合　計(A)

　(再)新規

269 213

令和３年度活動評価および令和４年度活動計画

事業内容
実績（実施回数，内容，実施方法等）

令和3年度　活動評価

290 206 181

1,067 1,119 1,066

総合相談

実態把握

38 42 47

172

368

119 171

R3.12

ケース数 － － 7

目標数値（R3.12現在）

158

814 580 673

【活動目標】

　新規の実態把握件数が増加することで、

高齢者が円滑に支援を受けられる。

【評　　価】

　利用者作成状況作成数はほぼ横ばいであ

り目標未達。昨年度実施がなかった高齢者

見守りネットワーク事業（以下「見守り

ネットワーク」という）分の新規、継続分

が増加している。増加数が少ない要因とし

て、新型コロナウイルス感染症予防対策の

ため、予防給付の委託ケースの担当者会議

に出席を控えていることや、健康づくり教

室、認知症カフェ等を実施できていないこ

とが考えられる。把握した情報は医療連携

や緊急時連携等で活用。今後も高齢者の支

援を円滑に進めるため把握数を増やす必要

がある。

【活動目標】

　相談内容を地域包括支援センター（以下

「センター」という）内で共有、振り返る

ことで、高齢者が必要な支援を受けられ

る。

【評　　価】

　新規相談内容・支援方針は朝礼で必ず全

職員で共有・検討している。相談対応の質

の均一化や、チームとして対応することで

目標は達成できていると考える。

　適宜、ケース検討を行うことで対応の振

り返りとスーパービジョンを継続。

　毎月、連絡待ちの方への支援状況の確認

を行い、連絡がない方へはアウトリーチを

行い、全件相談又は支援につなげることが

できている。

800 839 800

668536合計 554

R1.12 R2.12 R3.12

目標達成率 101.7% 69.1%

独居

高齢夫婦

同居

施設

R1.12 R2.12 R3.12

R1.12 R2.12 R3.12

84.2%

ケース数 7 5 6

ケース数 554 536

272

10,498 10,605 10,895

　(再)新規

R1.12 R2.12 R3.12

作成数

予防給付

高齢者人口(B)

目標数値（年度）

　(再)新規

見守り

　(再)新規

その他 352 374

0 124

112 0 67

668

その他・不明・匿名 55 38 113

198 197 213

139 126 149

144 152 145

18 23 48

R1.12 R2.12

延件数 1,086 1,155 1,340

R1.12 R2.12 R3.12

実件数 797 833 903
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・利用者基本情報作成数

　と過年度比

・利用者基本情報の新規

　作成数と過年度比

・利用者基本情報作成数

　と目標値の達成率

・利用者基本情報の新規

　作成数と目標値の達成

　率

・新規相談件数

・連絡待ちの方へのアウ

　トリートの実施状況

・相談受付後、可能な限り訪問面談を行い、相談内容以外の潜在してい

　る問題や課題にも着眼して、その解消・解決や目標の達成に向けて支

　援する。

・地域包括支援ネットワークを活用し、専門機関、対応窓口、制度や資

　源等につなぐとともに継続的に支援する。

・総合相談対応や見守りネットワーク、その他の活動（健康づくり教室

　やサロン等の集いの場、認知症カフェ等）により、実態把握を行うと

　ともに、データ管理をする。

・データを基に地域課題を整理し、さまざまな事業・活動を実施する地

　域・内容・対象者等を決定する根拠として活用する。

　地域の高齢者等が円滑

に支援を受けられる。

7



　(ｱ)　総合相談支援業務

活動目標に対する評価

○相談者の続柄内訳（延・重複あり） (件）

○広報紙による広報啓発 (回、部、件）

〇広報紙による周知内容

〇広報紙の配布方法の工夫

1

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

総合相談

住民や関係機関へ

の広報啓発活動

【活動目標】

　子世代が、高齢者の総合相談窓口である

ことを知り、相談することができる。

【評　　価】

　総合相談対応件数は増加傾向にある。特

に家族親族や医療機関からの相談が増えて

おり、広報紙の発行部数を増やし、特に関

係機関や若年層を重点に配布したことや、

広報紙に4コママンガ等を取り入れ見やす

い紙面にした効果もあると考えられる。今

後も関係機関、幅広い年齢層への広報、周

知を継続し、相談しやすい環境となるよう

継続した活動が必要である。

　広報紙の配布について、発行数を増や

し、配布機関数や一部団地へ個別配布を実

施した。広く配布するため、これまでも各

町会に協力してもらい回覧板にて配布して

いるが、町会加入世帯が徐々に低下してお

り、より誰もが目にすることができるよう

更に関係機関や商業施設等での配布を増や

す等の工夫が必要と考えられる。

　新型コロナウイルス感染症拡大のため、

孤立する住民が多いと思われ、健康状態の

悪化や認知症となる高齢者が増えているこ

とが考えられる。新型コロナウイルス感染

症対策のため、健康づくり教室等が実施で

きておらず、また、今後も再開できない可

能性も踏まえ、様々な手法で介護予防や健

康に関する意識醸成が必要と考えられる。

R1.12 R2.12 R3.12

発行回数 2 1

介護保険事業所 26 37 44

医療機関 76 98 122

その他 23 43 43

行政機関 35 42 16

介護支援専門員 113 125 119

家族親族 364 422 580

知人・近隣住民 26 29 22

民生委員 32 33 28

町会・在宅福祉委員 2 3 0

R1.12 R2.12 R3.12

本人 508 468 589

センターについて、介護予防、認知症、ダブルケア

※UR赤川通団地全戸配布（120戸）

※北美原小学校全生徒へ配布（705人）

発行部数 2,493 2,937 3,683

配布機関数 153 203 219

新規機関数 11 49 0
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・相談者の続柄『知人・

　近隣』『その他』から

　の相談件数

・広報紙の内容

・広報紙の発行部数

・広報紙の配布方法の工

　夫

・出前講座の開催内容

・出前講座の開催機関

　（特に新規機関）数

・介護予防に関する広報

　啓発の活動実績

・セルフマネジメント支

　援の実施数

・散歩マップの作成状況

〇広報紙の内容の工夫

・幅広い年齢層にセンターの役割を周知できるよう、4コママンガやレ

　クリエーションコーナーの掲載や色合い、記事の内容を工夫する。

・スマートフォン等のweb環境で広報紙やセンターの情報が閲覧できる

　ようQRコードを添付する。

・福祉拠点、集える場所、8050問題やひきこもり、ヤングケアラー等、

　世帯の抱える問題等について自立相談支援機関と一体的に周知し、家

　族や周囲が相談しやすい環境を作る。

〇広報紙による周知の方法

・多くの住民が利用する機関（スーパー、コンビニ、郵便局、銀行、調

　剤薬局、美容室等）へ配布する。

・コミュニティ・スクールの活動と連携し、学生・生徒へ配布すること

　で、高齢者の子世代が広報紙を手に取るきっかけを作る。

・高齢者の多い団地等へ個別配布を実施する。

・新規配布先への依頼については「多くの住民の利用がある」「一定時

　間滞在する場所であり、手に取るきっかけがある」等、具体的な効果

　を検討・想定して実施する。

・町会への回覧板での回覧継続を依頼する。

・民生児童委員（以下「民生委員」へは民生児童委員協議会（以下

　「民児協」という。）定例会で配布し、ネットワークの強化も併せ

　て行う。

〇その他の方法による周知

・出前講座や地域密着型運営推進会議等を活用し、センターに相談する

　ことのメリットや相談のタイミングについて周知する。

・各団体や機関から出前講座開催の依頼を受けるとともに、未開催の地

　域への広報や働きかけを行う。

・いきいき生活手帳を活用し、高齢者のセルフケアの向上を図る。

・ふれあい昼食会等で健康、介護予防を周知し、希望者へいきいき生活

　手帳やリーフレット等を活用し情報提供する。

・健康、介護予防に関するリーフレットを作成し周知する。

・地域別の散歩マップを作成し、地域の高齢者が運動しやすい環境を整

　備する。

※生活支援体制整備事業と連動

　地域住民がセンターを

知り、早期に相談するこ

とができる。

　地域の高齢者が介護予

防や健康への意識を持

ち、活動することができ

る。
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　(ｱ)　総合相談支援業務

活動目標に対する評価

○安否確認に関する相談 (件）

〇安否確認相談者 （件）

○相談内容内訳（延・重複あり） (件）

3

その他 1 4 0

1

0

安否確認相談件数 7

相談者 R1.12 R2.12

家族 0 2

11

0

介護保険事業所 1 4 1

医療機関 － － 6

行政・警察 1 0

民生委員

11合計 6

1

在宅福祉委員
4 4

民間企業 － －

R3.12

生存確認

死亡発見

不明

2 3 1

1 1

R1.12 R2.12

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

総合相談

高齢者の孤立予防

【活動目標】

　高齢者の孤立を予防、早期発見し、適切

な支援につながる。

　早期のうちに安否確認の必要な高齢者の

相談が増え、支援につながる。

【評　　価】

　安否確認実施件数は横ばいだった。相談

元として医療機関からの連絡が多く、通院

日のはずだが受診に来ないといった相談が

あった。次いで、配食サービス業者からの

相談もあり、関係機関と連携しての安否確

認を実施できた。

　今後も新型コロナウイルス感染症のた

め、他者との交流を避ける傾向が続くと思

われる。地域住民の見守りや支え合いの重

要性について広報啓発し、今後も住民同士

のネットワーク構築や地域で互いに見守り

あえる環境を整備する。

15 11

4 11 10

R3.12

R1.12 R2.12 R3.12

介護保険・総合事業 751 859 944

保健福祉サービス 119 87 132

介護予防 40 40 51

142健康 63 50

認知症 90 83 164

その他 97 114 85

住まい 60 70 98

権利擁護 29 16 13
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

　高齢者の孤立を予防、

早期発見し、適切な支援

につながる。

　地域で見守り出来る環

境を整え、高齢者の孤立

を防ぐ。

・民児協定例会や在宅福祉委員会の会議等への参加、研修会への講師派

　遣等により対応事例の紹介を行うとともに地域包括支援ネットワーク

　を強化する。

・出前講座や広報紙、リーフレット等を通し、住民に見守りの視点や相

　談先を周知する。

・地域包括支援ネットワークを活用し、地域や関係機関に見守りの視点

　や連携の重要性を周知する。

・函館市地域見守り活動に関する協定締結事業者へ広報紙やリーフレッ

　トを配布して必要時相談できる環境を整える。

・安否確認及び孤立死の対応ケースについてセンター内で情報共有、

　ケース検討を実施し、再発予防の方法を検証する。

・孤立の心配がある高齢者への効果的な取り組みについてセンター内で

　検討する。

・相談件数と相談者の内

　訳

・地域の見守り等の周知

　数と方法

・対応後の振り返り・再

　発防止策の検討実施の

　状況
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　(ｲ)　権利擁護業務

　【根拠法令】介護保険法第115条の45第2項第2号

　【目　　的】高齢者等が地域において尊厳のある生活を維持し，安心して生活を行うことができるよう，専門的・継続

　　　　　　　的な視点から，高齢者等の権利擁護のため，必要な支援を行う。

活動目標に対する評価

○権利擁護相談の状況

　・対応件数 (件）

・権利擁護に関する相談者の内訳 （件）

○高齢者虐待対応の状況

・高齢者虐待の判断と対応 (件）

※通報・相談数は警察からの報告のみを除く

・高齢者虐待（疑い含む）に関する事項の内訳 （件）

5

判断に至らず 5 9

その他

虐待者・親族 2 0

民生委員 1 0 1

介護サービス事業所 1 0 1

0 2 1

医療関係者 0 2 0

13

不明匿名 0 0 0

その他 14 5 2

警察 4 11 2

通報・相談数 14 14 11

内

訳

虐待と判断 0 1 4

虐待ではない 9

警察 5 13 4

医療機関 20 6 7

16 10

親族 29 9 15

行政 10 8 2

民生委員 8 1 3

本人 26 5 7

R1.12 R2.12 R3.12

(再)医療と連携あり

対応回数（延）

R1.12 R2.12 R3.12

介護保険事業所 3 5 2

近隣住民・知人 2 5 2

R1.12 R2.12 R3.12

介護支援専門員 38

100.0% 25.0%

0

1

1 4

5

2

終結数

終結率

セルフネグレクト

高齢者虐待 0

R1.12 R2.12 R3.12

通

報

者

介護支援専門員 5 8 4

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

権利擁護

関係機関との連携

体制構築

ケース数（実） 42 42 42

13 13 20

559 588 486

0 1

0 1

【活動目標】

　介護サービス事業所の職員が権利擁護に

関する気づきの視点や相談機関を知ること

ができる。

【評　　価】

　新型コロナウイルス感染症の影響により

介護サービス事業所での出前講座や地域密

着型サービス事業所運営推進会議が殆ど開

催できず、未達。代替として広報紙にて権

利擁護についての情報提供を行ったが、介

護保険事業所からの相談件数は依然として

少なく、今後も周知の継続が必要。

【活動目標】

　クリニックとセンターが連携をするため

に、互いの役割やニーズについて相互理解

ができるような場をつくる。

【評　　価】

　新規開設クリニック（2機関）の医師と

懇談を実施。センターの役割や機能につい

て理解を得ることができたと評価する。

　一方で医療・介護連携支援センターと連

携方法について協議したが大きな効果は得

られなかった。権利擁護について気付きの

視点を周知しながら圏域内の医療機関へ広

報紙を配布し顔の見える関係づくりを継続

したが、権利擁護に限るとクリニックから

の相談はない。今後は権利擁護に限らず必

要時に相談につながるよう周知活動の継続

が必要。

0.0%
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・高齢者虐待通報（疑い

　含む）数

・介護支援専門員および

　介護サービス事業所の

　職員からの通報の割合

・講師派遣数や出前講座

　開催数

・クリニックからの相談

　件数

・クリニックからの相談

　内容

・クリニックへの周知活

　動

・介護支援専門員および介護サービス事業所に対し、高齢者虐待につい

　ての出前講座やリーフレットの配布を行い早期通報の重要性を周知す

　る。

・実際に高齢者へ関わる介護職員に対して、研修への講師派遣や出前講

　座を行う。

・高齢者虐待対応ケースに関しては、終結時に関係者と振り返りを行い、

　通報者が抱えた不安等聞き取りを行うことで通報しやすい関係作りや

　周知の方法につなげる。

・圏域内のクリニックへ広報紙や高齢者の気づきの視点等を配布し、セ

　ンターへ相談することの動機付けを行う。

・クリニックから相談があった際は、支援の経過・結果をフィードバッ

　クすることで相談することの成果を感じられるよう取り組む。

・新規開院の医療機関があった際には医師・担当者との懇談を企画する

　ことで連携体制の構築を図る。

・社会福祉士部会で引き続き協議し、クリニックとの連携体制や相談の

　重要性についての周知方法について検討を継続する。

　介護支援専門員および

介護サービス事業所の職

員が高齢者虐待に早期に

気づき、相談できる。

　クリニックの職員が高

齢者の困り事や変化に気

づき、センターに相談す

ることができる。
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　(ｲ)　権利擁護業務

活動目標に対する評価

○権利擁護に関する住民向けの周知活動状況

・広報啓発内容と方法

・相談者・通報者（再掲）

○職員体制・資質向上への取り組み実績

・複数の職員で対応したケース数 （件）

・主担当となった職種 （件）

※(　)は配置人数

・職員の資質向上に向けた取り組み （回）

○権利擁護のケース支援で連携した機関

市（自立支援相談窓口、障がい保健福祉課、生活支援

課、次世代育成課、母子保健課）、警察、相談支援事業

所、医療機関、精神科病院、生活コミュニティ、不動産

業者、法テラス、金融機関、シルバー人材センタ―、新

聞販売店、民間企業（ライフライン関係、ペットショッ

プ）、介護サービス事業所、住宅都市施設公社）

権利擁護

住民への広報啓発

職員の資質向上

近隣住民・知人 2 5 2

ダブルケア 広報紙の発行

8050問題 広報紙の発行

R1.12 R2.12 R3.12

出前講座開催 0

内　容 方　法

親亡き後の遺言・信託・後

見についての研修

1虐待対応のプロセス

1成年後見事例等検討会

3事例検討

外部研修

1法人後見のための研修会

1

1
齢者についての研修

1

法テラスの業務について

計 42 42 42

1

消費者トラブルや後見に

ついての研修

1
虐待防止推進のための研修

権利擁護を考える集い

項　目 内　容

保健師（2） 5 10 6

罪に問われた障がい者・高

センター内研修

社会福祉士（3） 19 11 23

主任介護支援専門員（4） 18 21 13

その他 6 4 4

計 11 10

R1.12 R2.12 R3.12

11

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

【活動目標】

　住民が権利擁護の視点を持ち、相談先を

知ることができる。

【評　価】

　近隣住民や民生委員から権利擁護に関連

する相談が5件あり、センターが相談先で

あることの周知の成果と考える。今後も多

くの住民や地域でキーとなる関係者への周

知活動を継続する必要性が高い。

【活動目標】

　多世代、多制度に関わる相談に対応でき

るよう、多様な支援相談機関や民間事業所

等に対し、周知活動を行い、連携機関を増

やしていく。

　地域の担い手が8050問題について関心を

持てるよう、周知活動を行う。

【評　価】

　広報紙配布時に権利擁護の視点について

周知を行うことで、新たな民間事業所（金

融機関等）からの総合相談が増えた。

　今後も民間企業や地域の担い手に対して

権利擁護にかかる情報を発信することで幅

広く広報啓発活動を行い、早期の相談につ

ながるよう取り組む必要がある。

【活動目標】

　研修計画を立て、全職員が権利擁護業務

について学ぶ機会を持つ。

【評　　価】

　権利擁護についての研修は職種に偏りな

く参加することができた。また、権利擁護

ケースについてセンター内事例検討を随時

行い、全員がケース対応について学び、理

解を深めることができた。今後も様々な相

談について対応できるようスキルアップの

取り組みを継続する必要がある。

R1.12 R2.12 R3.12

成年後見制度 2 3

回数

民生委員 8 1 3

高齢者虐待 3 4 4

2
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

　家族や地域住民が権利

擁護に関する関心を持

ち、早期に相談すること

ができる。

　権利擁護の支援が必要

な高齢者等ができるだけ

早期に支援を受けること

ができる。

　センター職員が適切に

権利擁護の支援を実践で

きる。

・広報紙に権利擁護に関わる視点についてのわかりやすい記事を掲載す

　ることで関心度を上げる。

・出前講座やリーフレット等を通し、地域住民や地域の見守りの視点や

　相談先を周知する。

・民生委員に対して権利擁護の相談をしやすくするため、見守りネット

　ワークでの懇談の場を活用し、相談しやすい関係づくりを行う。

・高齢者虐待の通報・相談に関しては、センター内で緊急性を判断し

　て対応する。また、市との協議を経て、必要な機関と連携しながら

　対応にあたる。

・8050問題やひきこもり、生活困窮等、世帯全体への支援に関しては

　自立相談支援機関と連携して対応できるよう体制を整備していく。

・精神疾患疑いを伴う相談に関しては、障がい保健福祉課の精神保健

　担当や精神科病院の相談員へ繋ぎ連携をもって対応する。

・多重な課題を抱える世帯に関しては、ケースカンファレンス、個別

　課題を検討する地域ケア会議（以下「個別地域ケア会議という）を

　通じて、他分野の関係者と連携して支援する。

※地域ケア会議推進事業と連動

・勤続年数および職種のバランスを考え、ケース対応を行うことで経

　験を積むとともに、職員の精神的な負担を軽減して対応する。

・センター内でのケース検討会議を必要時開催し、課題解決に必要な

　視点をセンター内職員で共有する。

・センターの担当弁護士による法律相談や勉強会を定期的に開催し、

　スキルアップにつなげる。

・広報紙の内容

・出前講座の開催内容

・権利擁護の相談のうち

　親族、近隣住民、民生

　委員からの相談数

・高齢者虐待の相談数と

　終結率

・世帯全体への対応のう

　ち自立相談支援機関と

　連携した割合

・連携した関係機関の内

　訳

・課題解決の手段として

　個別地域ケア会議を活

　用した回数

・対応した職種の内訳

・複数職員で対応した

　ケース数

・資質向上に向けた取り

　組みの内容

・センターの担当弁護士

　への相談の実績
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　(ｳ)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

　【根拠法令】介護保険法第115条の45第2項第3号

　【目　　的】高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう，個々の高齢者の状況や変化に応じて，包括的

　　　　　　　かつ継続的に支援していくための地域における多職種相互の連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専

　　　　　　　門員に対する支援を行う。

活動目標に対する評価

〇合同ケアマネジメント研修 （箇所、人）

居宅

小多機

看小多機

（13事業・41人で算出）

〇介護予防業務研修 （箇所、人）

居宅

（12事業所・40人で算出）

〇圏域内研修の実施内容 （箇所、人）

居宅

小多機

看小多機

（12事業所・40人で算出）

〇圏域内居宅介護支援事業所の管理者へのヒアリング

○ヒアリングで聴取した介護支援専門員の困りごと

○ヒアリングで聴取した連携ガイドの活用状況

〇介護支援専門員と民生委員の連携支援 (件）

〇圏域内研修における参加者アンケートより抜粋 (人）

Q:

A:

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

介護支援専門員の

資質向上

社会資源の可視化

連携体制の構築

【活動目標】

　PDCAサイクルに基づいた包括的・継続

的ケアマネジメントの環境整備に取り組む

ことで、効果的な手法を明らかにして実践

につなげる。

【活動目標】

　介護支援専門員がICFの視点に立ち、自

立支援を念頭に置いたケアマネジメントを

実践できる。

【評　　価】

　PDCAサイクルの計画立案を目的に圏域

内居宅介護支援事業所の管理者へ他機関と

の連携に関するヒアリングを実施した。そ

の結果、関係機関との連携の意識は高い

が、十分にケアマネジメントに活用できて

いない状況であることが分かった。今後も

関係機関や専門職とのネットワーク構築支

援が必要であると思われる。

　ICFの視点を包含して、圏域内研修では

社会資源可視化に向けての取り組みについ

てアンケートを実施した。その結果、社会

資源を活用したケアマネジメントを実践し

ているが、情報把握が個別または事業所の

みで完結していた。今後は把握した社会資

源の情報を可視化し、共有するシステムの

構築が必要と思われる。

【活動目標】

　民生委員との連携を意識してケアプラン

に反映する介護支援専門員が増える。

【評　　価】

　民生委員との連携状況や『民生委員とケ

アマネジャーの連携ガイド』（以下「連携

ガイド」という）の活用状況を調査。その

結果、民生委員との連携に対しての意識が

低く、『連携ガイド』も十分に活用されて

いないことが分かった。今後も介護支援専

門員と民生委員との連携に関する意識醸成

や後方支援が必要である。

新型コロナ感染予防のため、計画していた圏域内の主任

介護支援専門員との懇談会を開催できないため、事業所

への個別訪問に切り替えて対応した。

いる(ある) いない(ない)その他

28.6% 35.7%

事業所への個別訪問 14件／14事業所

35.7%

21.4% 42.9%35.7%

21.4% 14.3%64.3%

7.1% 57.1%35.7%

いる(ある) その他 いない(ない)

事業所 人数 事業所 介護支援専門員

12 19 100% 47.5%

連携支援のみ － 0 2

R1.12 R2.12 R3.12

個別支援 － 1 3

連携ガイドの活用

民生委員との連携

関係機関との連携

個別地域ケア会議対象者

0 0 0% 0%

0 0 0% 0%

参加 参加 参加率

参加 参加 参加率

事業所 人数 事業所 介護支援専門員

8 22 61.5% 53.7%

10

7

一緒に取り組みたい

機会があれば取り組んでみたい

参加 参加 参加率

事業所 人数 事業所 介護支援専門員

11 26 91.7% 65.0%

0 0 0% 0%

0 0 0% 0%

今後、社会資源の可視化に向けて企画してく予定で

す一緒に取り組みたいか

16



活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

　介護支援専門員が本人

や地域の強みを活かした

ケアマネジメントを実践

できる。

　地域の社会資源を可視

化し、介護支援専門員

が、包括的・継続的ケア

マネジメントの実践に活

用できる。

　介護支援専門員が民生

委員と連携してケアマネ

ジメントを実践できる。

・10センター合同で「本人や地域の強みを活かしたケアプランを作成し

　よう」をテーマに研修会を実施する。

・合同研修の内容を踏まえて、圏域内でフォローアップ研修を実施する。

（集合研修が出来ない場合はウェブ研修等へ切り替え実施する。）

・圏域内研修では関係機関や専門職も講師や参加者として参集し、ネッ

　トワーク構築支援も併せて行う。

・圏域内研修は懇談会との2部制とし、地域の社会資源の共有に向けて

　介護支援専門員と協議する。

・圏域内の主任介護支援専門員や社会資源可視化の取り組みに意欲のあ

　る介護支援専門員と地域の社会資源マップ『みんなに教えたい！おス

　スメの社会資源』を作成する。

・社会資源マップを冊子として製本し、圏域内の介護支援専門員へ配布

　することで、社会資源の共有とケアマネジメントへの効果的な活用に

　つなげる。

※地域ケア会議推進事業と連動。民生委員や町会役員、在宅福祉委員か

　らの情報も元に社会資源の可視化を図る。

・『連携ガイド』を活用して、介護支援専門員と民生委員との合同研修

　会を開催する。

（新型コロナウイルス感染症の影響で合同研修会が開催できない場合は

　規模を縮小した開催や個別訪問による懇談やヒアリング等の代替方法

　により連携体制の構築支援を行う）

・介護支援専門員がケアマネジメントを実践する中で、民生委員と連携

　が図れるよう個別に後方支援を行う。

・居宅介護支援事業所へのヒアリングを実施する。

・民生委員へのヒアリングを実施する。

・ケアマネジメント研

　修への参加率

・セルフケアや地域の強

　みの活用についてのア

　ンケートの実施状況と

　内容

・関係機関や専門職の研

　修への参加状況

・懇談会の開催状況

・地域の社会資源マッ

　プの作成と過程

・社会資源マップの活用

　状況の把握

・連携ガイド活用に関す

　る合同研修の実施状況

　と内容

・介護支援専門員と民生

　委員をつなぐ支援回数

・ヒアリングの実施状況

　と内容
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　(ｳ)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

活動目標に対する評価

〇センターの周知

・広報紙の発行

・圏域内居宅介護支援事業所の管理者へのヒアリング

〇個別地域ケア会議

・ヒアリングで聴取した介護支援専門員が担当する高齢者

　のうち個別地域ケア会議の対象者

・介護支援専門員からの相談がきっかけで個別地域ケア会

　議を開催した割合

○介護支援専門員への個別支援状況（実） (件）

〇職種別の介護支援専門員への個別支援件数

※(　)は配置人数

〇介護支援専門員への個別支援内容 （件）

その他の内容

実績（実施回数，内容，実施方法等）

連携体制の構築

職員の資質向上

【活動目標】

　介護支援専門員が問題解決のツールとし

てセンターを活用できるためにセンター機

能の周知を図る。

【評　　価】

　広報紙、研修案内については直接持参し

顔の見える関係を構築している。今年度、

個別地域ケア会議の対象となりそうなケー

スについて確認した結果、28.6%の居宅介

護支援事業所がいると回答した。介護支援

専門員が、センターとの連携や個別地域ケ

ア会議を対象者の課題解決の手法として活

用できるよう相談の敷居を低くするととも

に連携体制の強化が必要であると思われ

る。

【活動目標】

　個別ケース対応のみならず権利擁護ケー

スとしても介護支援専門員への支援を念頭

に置く必要があるため、センター全体とし

て対応力の底上げを図る。

【評　　価】

　令和2年度の評価を踏まえ、職種による

担当者の偏りは改善傾向にはあるが、継続

して関わっている高齢者に於いて介護支援

専門員への個別支援が必要となることも多

いことから、どの職種であっても対応でき

るようセンター全体のスキルアップが必要

である。

28.6% 35.7%35.7%

事業内容
令和3年度　活動評価

いる(ある)

事業所への個別訪問 14件／14事業所

介護支援専門員と家族の信頼関係構築

いない(ない)その他

10 1 8

1 1

主任介護支援専門員(4)

保健師(2)

対応の振り返り

連携のための支援(民生委員）

連携のための支援

助言・指導

情報提供

4

R1.12 R2.12 R3.12

終結率 91.7% 100.0%

R1.12 R2.12

69.2%

介護支援専門員への支援

発行回数 2 1 1

配布方法 事業所訪問または面談手渡し

終結数 11 7 9

R1.12 R2.12 R3.12

介護支援専門員から 3

R1.12 R2.12 R3.12

R3.12

1 0 1社会福祉士(3)

個別地域ケア会議対象者

介護支援専門員からの割合 42.9% 0.0% 0.0%

0 0

開催回数 7 4 5

ケース数 12 7 13

事業所(管理者)への支援

その他

個別地域ケア会議の開催

支援チームの一員としての支援

対応の振り返り

連携のための支援

助言・指導

情報提供

2

0

0

5

2

1

8

2

0

0

1

3
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

　介護支援専門員がセン

ターと連携して、高齢者

の重層的な課題を解決で

きる。

　センター職員が適切に

介護支援専門員の個別支

援を実践することができ

る。

・リーフレット等を作成し、圏域内の介護支援専門員に成功事例を伝え

　ることでセンターとの連携の効果を広報啓発する。

・圏域内の介護支援専門員が抱えている個別ケースで、課題解決のツー

　ルとして個別地域ケア会議を活用できるように周知する。

・圏域内研修を2部制とし、懇談会を開催することで情報共有等を図る

　とともにセンター職員と介護支援専門員の顔の見える関係をつくる。

・居宅介護支援事業所の管理者へ日頃の業務や連携体制についての課題、

　困りごと等をヒアリングすることでセンターと居宅介護支援事業所との

　ネットワークを構築する。

・介護予防支援業務・介護予防ケアマネジメント業務を通して、日頃か

　ら委託や連携を図ることで、連携体制を構築する。

・介護支援専門員への個別支援を行う際は、センター内で情報共有する

　とともに主任介護支援専門員がスーパービジョンを実施する等、セン

　ターとして対応する。

・センター内で介護支援専門員への個別支援の対応状況や振り返り、事

　例検討を行うことでセンター全体での対応力向上を図る。

・支援チームの一員として介護支援専門員を支援する場合は、主任介護

　支援専門員と多職種の複数対応とする。

・介護支援専門員への成

　功事例の周知の実践

・懇談会の開催状況

・ヒアリングの実施状況

　と内容

・介護支援専門員からの

　相談で実施した個別地

　域ケア会議の割合

・センター内での対応振

　り返りや事例検討の実

　施回数

・介護支援専門員への個

　別支援の職種別対応回

　数
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　(ｴ)　地域ケア会議推進事業

　【根拠法令】介護保険法第115条の48

　【目　　的】地域包括ケアシステムの構築のため，地域ケア会議を開催し，介護サービスだけでなく，様々な社会資源

　　　　　　　が有機的に連携することができる環境を整備し，高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営むことがで

　　　　　　　きるよう支援を行う。

活動目標に対する評価

〇個別地域ケア会議の開催状況 （回）

○介護支援専門員への周知

事業所への個別訪問 14件／14事業所

〇個別地域ケア会議の開催のきっかけ（件）

その他の内訳

〇参加者の内訳 （延人）

その他の内訳

〇モニタリング（ネットワーク機能状況の把握）（回、件）

7 7

開催回数 7 4 5

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

個別ケースを検討

する地域ケア会議

【活動目標】

　介護支援専門員からの個別ケア地域会議

（課題解決やネットワーク構築等）に関す

る相談が増える。

【評　　価】

　「介護支援専門員からの相談」がきっか

けとしての個別地域ケア会議の開催数が少

ない。令和3年11月に居宅介護支援事業所

の管理者へのヒアリングを実施したため、

その評価が必要。今後も包括的・継続的ケ

アマネジメント支援業務の計画と連動して

介護支援専門員への周知や連携強化を図

り、介護支援専門員が個別地域ケア会議を

活用しながら、包括的・継続的ケアマネジ

メントを実践できるよう取り組む必要があ

る。

【活動目標】

　高齢者の課題解決に向けて構築したネッ

トワークが効果的に機能する。

【評　　価】

　ネットワークの機能状況について個別地

域ケア会議後、必要ケース全てにモニタリ

ングを実施した。モニタリングにより、介

護支援専門員と関係者、関係機関のネット

ワーク強化が必要であったケースについて

はつなぎ支援や2回目の個別地域ケア会議

を企画する等、継続した対応を行うことが

できた。今後も構築したネットワークの機

能状況を評価していくことが必要である。

※困難事例の課題解決を目的とした個別地

域ケア会議の開催が多く、自立支援に着目

した個別地域ケア会議の開催が殆ど開催さ

れていない現状がある。

R1.12 R2.12 R3.12

目標数値 7

いる(ある) いない(ない)

介護支援専門員から 3 0 0

本人・家族から 0 0 0

達成率 100.0% 57.1% 71.4%

R1.12 R2.12 R3.12

介護支援専門員による個別地域ケア会議の活用について

資料を基に啓発した（包括的・継続的ケアマネジメント

支援業務による管理者ヒアリング時）。

その他

28.6% 35.7%35.7%個別地域ケア会議対象者

センターの判断（介護支援
3 2 4

専門員への個別支援含む）

民生委員や町会から 1 0 0

介護事業所から 0 2 0

その他 0 0 1

コンビニ

6 1 7

民生委員や町会 3 1

H30 R2.12 R3.12

R1.12 R2.12 R3.12

介護支援専門員 5 2 3

本人・家族

モニタリング実施数 ― 3 5

実施の割合 ― 100.0% 100.0%

開催回数 7 4 5

モニタリング必要数 ― 3 5

弁護士、障がい相談事業所

民間企業

行政

― 1 1

2 4 3

医療機関 2 0 1

近隣住民・知人・友人 0 3 0

その他 2 1 2

3

介護事業所 2 1 2
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・介護支援専門員への周

　知・訪問・懇談の実施

　状況

・個別地域ケア会議開催

　のきっかけのうち「介

　護支援専門員から」の

　割合

・参加者の内訳

・個別地域ケア会議後の

　介護支援専門員へのモ

　ニタリングの実施状況

・主催回数

・参加回数と参加職種の

　内訳

・圏域内の介護支援専門員が担当する高齢者の課題解決やネットワーク

　構築のツールとして個別地域ケア会議を活用できるよう周知を図る。

・圏域内の居宅介護支援事業所への訪問や介護支援専門員との懇談等を

　通して個別地域ケア会議が課題解決に有効的であるケースを把握する。

※包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の計画と連動。

・介護支援専門員が構築したネットワークを活用できているかモニタリ

　ングを実施する。

・高齢者の課題に沿って、より多くの関係者や関係機関に個別ケア会議

　への参加を要請することで、地域全体での支援体制を構築するととも

　に、構築したネットワークを別ケースの支援に活用する等、有機的な

　連携体制を構築する。

・関係機関や地域密着型サービス事業所の職員に対して地域密着型運営

　推進会議、出前講座や日常のケース支援等を通して地域包括支援ネッ

　トワークを構築するとともに、個別地域ケア会議の目的や得られる効

　果を周知する。

※総合相談支援業務の計画と連動。

・自立支援型地域ケア会議を開催する。

・他センターの主催する自立支援型地域ケア会議に主任介護支援専門員

　以外も参加し、自立支援に着目したケアマネジメントの意識を高める。

　介護支援専門員が個別

地域ケア会議を活用しな

がらケアマネジメントを

実践できる。

　高齢者の課題解決に向

けて構築したネットワー

クが効果的に機能する。

（センター職員が）高齢

者の自立支援に資するケ

アマネジメントを実践で

きる。
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　(ｴ)　地域ケア会議推進事業

活動目標に対する評価

≪北美原≫

〇北美原地区での取り組み実績

・令和3年5月17日

・令和3年7月26日

・令和3年8月末日

・令和3年10月26日

・令和3年11月5日

・令和3年11月24日

・令和4年3月初日

・令和4年3月16日

・令和4年3月18日

懇談会

参加者 亀田中学校

子ども世代部会延期

内　容 高齢者支援部会延期

参加者
北美原町会、第18方面民児協、居宅介護

支援事業所

参加人数 12名（うちセンター3名）

内　容 北美原地域ケア会議（仮称）全体会延期

会議名 地域ケア推進会議

内　容

第3回高齢者支援部会

「まちの清掃活動に子どもや親世代が参

加することで住民同士の関わる機会をつ

くる」の実施に向けて

会議名 懇談会

参加者 北美原小学校

北美原小学校、北美原小学校PTA、学童

保育
参加者

参加者 北美原町会（会長、副会長、総務部長）

内　容

会議名 懇談会

参加者 北美原町会（会長、副会長、総務部長）

会議名 懇談会

参加人数 6名（うちセンター2名）

事業内容
令和2年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

地域課題を検討す

る地域ケア会議

【活動目標】

　多世代交流の活動を通して、助け合いの

仕組みづくりのきっかけとなる取り組みが

実施できる。

【評　　価】

　コロナ禍のため、延期や日程変更を余儀

なくされたが、地域ケア推進会議の規模の

縮小や懇談会の開催、書面やメールでの情

報発信・共有に務めた。結果、地域ケア推

進会議参加メンバーの意識が薄れず、今後

の取り組みについて我が事として取り組む

意欲が維持できたと思われる。

　「まちの清掃活動に子どもや親世代が参

加することで住民同士の関わる機会をつく

る」の取り組みを検討する中で、新たな関

係機関へ協力要請し『学び』をテーマとし

た活動に拡充することとなる。

　令和4年4月19日の第1回の新たなまちの

取り組みの実践に向けて協議を進めてきた

が、新型コロナウイルス感染予防のため、

令和4年10月15日に延期することとなっ

た。

　今後はコロナ禍でも柔軟に協議や対応を

進め、参加メンバー全員が成功体験を得な

がら、まちの助け合い活動や集いの場づく

りに参画できるよう取り組みを継続してく

必要がある。

会議名

新型コロナ感染予防のため『部会』を立ち上げ、少人数

での開催を企画することとした。

・北美原地域ケア会議（仮称）子ども世代部会

・北美原地域ケア会議（仮称）高齢者支援部会

会議名 地域ケア推進会議

内　容

第2回子ども世代部会

「まちの清掃活動に子どもや親世代が参

加することで住民同士の関わる機会をつ

くる」の実施に向けて
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活動目標 計　　画 評価指標

令和3年度　活動計画

≪北美原≫

【長期目標】

　地域ケア推進会議で出

たキーワードである「み

んながずっと住みたいま

ち北美原」を目指してま

ちの助け合いの仕組みが

できる。

【活動目標】

　多世代交流の活動を通

して、助け合いの仕組み

づくりのきっかけとなる

取り組みが実施できる。

○新たなネットワークを構築し、活動の拡充を図る。

・はこだて未来大学との懇談会を開催し、活動の目的や趣旨を説明す

　るとともに協力を要請する。

〇第4回北美原地域ケア会議（仮称）全体会を開催し、以下を検討する。

・地域ケア推進会議の名称を決定する。

・新たなまちの取り組みの名称を決定する。

・実践に向けて具体的に決定する（役割、費用、周知等）。

〇第5回北美原地域ケア会議（仮称）全体会を開催し、以下を検討する。

・新たなまちの取り組みの振り返り・評価を行う。

・今後の継続実施に向けて協議する。

（新型コロナウイルス感染症の影響により北美原地域ケア会議（仮称）

　全体会が開催できない場合は、部会での協議、懇談会の開催や書面

　による情報共有を図る等、代替の取り組みを行う。）

・地域ケア推進会議の開

　催数と内容

・地域ケア推進会議・協

　議体への参加機関の内

　訳

・まちの取り組みの実践

　状況

・実践したまちの取り組

　みについての評価や継

　続実施に向けた活動内

　容
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　(ｴ)　地域ケア会議推進事業

活動目標に対する評価

≪美原≫

〇美原地区（赤川通団地周辺）の取り組み実績

・令和4年1月25日

・函館市住宅都市施設公社との懇談会

実績（実施回数，内容，実施方法等）

地域課題を検討す

る地域ケア会議

【活動目標】

　赤川通団地周辺の高齢者や住民が集まる

場ができる。

【評　　価】

　昨年度に続き、新型コロナウイルス感染

症の影響で会議は延期となった。

　団地での新たな取り組みとして、函館市

住宅都市施設公社、団地管理人と懇談し、

広報紙の全戸配布を行うこととした。これ

まで団地集会所に広報紙を設置するのみで

あり、今後はよりセンターについて周知で

きると思われる。

　令和元年より団地での地域ケア推進会議

を開催しているため、会議は開催されてい

ないが団地に関係する機関とは連携がしや

すくなっている。一方で、団地管理人が年

度途中より不在となったため、今後、団地

住民で支援が必要な方を把握しにくくなる

可能性があり、団地住民への相談先の周知

が重要と思われる。

内　容

美原地区（赤川通団地）地域ケア会議を

開催し，UR賃貸住宅赤川通団地周辺の地

域課題共有と集いの場づくり（仮）につ

いて検討予定であったが、新型コロナウ

イルス感染症の影響で延期となった

令和3年12月15日

内容：地域ケア会議、集いの場づくりについて、広報紙

の配布について

事業内容
令和3年度　活動評価
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

≪美　原≫

【長期目標】

　集いの場づくりを進め

ることで、見守り体制が

構築できる。

【活動目標】

　UR賃貸住宅赤川通団地

や周辺の高齢者、住民が

集まる場ができる。

≪昭　和≫

≪石川・赤川・亀田中野≫

　地域の社会資源を（地

区ごとに）可視化するこ

とができる。

・「赤川通団地周辺の地域課題の共有と集いの場づくり（仮）」を

　テーマに実施する。

・くらしのサポーターや介護保険サービス事業所、集会所管理人（現

　在不在）を新たに参集し、多角的な視点から地域課題を共有すると

　ともに、取り組みの優先順位を明確にする。

・令和元年度の会議で、希薄である住民の交流への取り組みが課題と

　して挙がったことから、集いの場の創出に向けて検討していく。

・高齢化率が非常に高い団地であり、広報紙を全戸配布しセンターの

　周知を図り、住民同士の助け合い体制の構築を検討する。

（新型コロナウイルス感染症の影響により地域ケア推進会議が開催で

　きない場合は、赤川通団地周辺の住民向けにリーフレットを作成し、

　集いの場や活動の場について周知する等、代替の取り組みを行う。）

・散歩マップを作成し、地域で運動しやすい環境を整える。

・民生委員、町会役員、在宅福祉委員と地域の社会資源の共有を目的

　とした地域ケア会議を開催する。

・地域ケア推進会議ではミニ講話を取り入れ、社会資源活用や関係機関連

　携についての重要性について意識醸成を図る。

・新型コロナウイルス感染対策として、小規模・少人数での開催を企

　画する。

・共有した情報は社会資源マップ『みんなに教えたい！おススメの社

　会資源』に掲載し、可視化を図る。

※令和4年度は製本した社会資源マップを圏域内の介護支援専門員の

　みにへ配布。

※包括的・継続的ケアマネジメント支援業務と連動。

・協議体への参加機関

　（特に新規参加機関）

　の内訳

・構築されたネットワー

　クでの活動や効果の把

　握

・新たな取り組みや体

　制、活動の状況

・散歩マップの作成状況

・地域ケア推進会議の開

　催数と内容

・地域ケア推進会議・協

　議体への参加機関の内

　訳

・地域の社会資源マッ

　プの作成と過程
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イ　生活支援体制整備事業

　(ｱ)　第2層生活支援コーディネーター業務

　【根拠法令】介護保険法第115条の45第2項第5号

　【目　　的】地域における住民主体の助け合い活動を促進する仕組みおよび高齢者の社会参加を促進する仕組みの創出

　　　　　　　ならびに充実を行う。

活動目標に対する評価

○住民主体の助け合い活動や介護予防、社会資源に関する

・広報啓発

○ネットワーク構築や住民主体の活動に関する参画や後方

　支援（各町単位）（再掲あり）

≪昭　和≫

≪石　川≫

≪赤川・亀田中野≫

≪美　原≫

≪北美原≫

○くらしのサポーターと地域活動とのマッチング

町　会 まちの活動についての懇談会①

機関名 活動内容

町　会 春の清掃活動

機関名 活動内容

　― 　―

在宅福祉委委員 ふれあい昼食会（代替活動）

町　会 多世代交流サロン

町　会 まちの活動についての懇談会②

機関名 活動内容

町会・介護施設 健康サロンについての懇談会①

町会・介護施設 健康サロンについての懇談会②

町会・介護施設 健康サロンについての懇談会③

北美原小学校 コミュニティ・スクールとの連携の懇談会

在宅福祉委委員 在宅福祉事業会議②

在宅福祉委委員 在宅福祉事業会議③

住宅都市施設公社 集いの場づくりについての懇談会

亀田中学校 コミュニティ・スクールとの連携の懇談会

機関名 活動内容

町　会 秋の清掃活動

町　会 花の贈呈式

在宅福祉委委員 在宅福祉事業会議①

機関名 活動内容

町　会 春の花植え活動

昭和在宅福祉委員 ふれあい昼食会（代替活動）

圏域全体 広報紙第15号の発行

赤川健康教室 リーフレット配布

機関名 活動内容

美原5丁目健康教室 リーフレット配布

函館看護リハ学院 講師派遣

赤川清流会 出前講座

昭和在宅福祉委員 出前講座

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

第2層生活支援

コーディネーター

活動

【活動目標】

地域のこと、まちの助け合い活動や社会参

加に関心を持つ人が増える。

　共通する目的を持った関係者や関係機関

同士がネットワークを構築できる。

【評　　価】

　新型コロナウイルス感染症の影響で出前

講座や住民主体の活動への参画は減少した

ままである。新たなネットワーク構築は殆

ど実践できず目標未達。一方で代替行事の

実施や『コロナ禍でもできること』等、活

動の工夫や再編に参画・後方支援できるよ

うになった。今後も新型コロナウイルス感

染症の状況を見極めつつ活動を展開すると

ともに、活動自粛をせざるを得ない状況も

場合は代替方法を模索しながら、取り組ん

でいく必要がある。

【活動目標】

≪昭　和≫

　住民の見守りや関わり合いの体制が維

持・継続できるようネットワークの構築・

強化を図る。

【評　　価】

　コロナ禍でも代替方法で活動を一部再開

することができている。社会資源や主体と

なる住民の状況を把握しながら、活動への

参画や後方支援を継続する必要がある。

【活動目標】

≪石　川≫

　地域の活動が維持・拡大することで、住

民同士の見守りや支え合いが継続できる。

【評　　価】

　コロナ禍でも屋外でできる活動を中心に

代替方法を模索しながら活動を継続できて

いる。関係機関同士の協働に向けたマッチ

ングや後方支援を実践できなかったため、

新たな体制づくりに着手する必要がある。

機関名 方　法

消費者大学 出前講座

ツルハドラッグ4店舗 リーフレット配布
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・広報啓発の機関と方法

・地域の活動の実態把握

・地域の活動への参加と

　後方支援の実践状況

・関係機関同士のマッチ

　ングの実績

・くらしのサポーターの

　マッチングの実績

・広報紙やリーフレットの配布、出前講座の開催等により、助け合いの

　活動や社会参加の重要性について周知する。

・地域ケア推進会議や懇談会を通して関係者や関係機関のマッチング

　を図る。

・くらしのサポーター養成事業を活用し、くらしのサポーターと地域

　（第2層協議体や集いの場等）のマッチングを図る。

・会議参加、懇談会、町会活動、地域ケア推進会議や第2層協議体等を

　通して、既存のネットワーク構築機関との連携を強化する。

・地域の活動の実施状況の把握と後方支援・参加によるネットワークの

　構築

〇既存のまちの活動を支援する。

・町会活動や行事の状況把握と後方支援を行う。

・在宅福祉委員の活動やふれあい昼食会の開催状況の把握と後方支援を

　行う。

〇ネットワークの構築・強化を図る。

・在宅福祉委員との懇談会を開催し、まちの見守りや連携体制について

　意見交換、情報共有を図る。

〇ネットワークの構築・強化を図る。

・様々なまちの取り組みや活動、多世代交流サロン等が活性化・拡大す

　るよう後方支援する。

・これまでの地域ケア推進会議から波及した参加機関同士の連携による

　活動や取り組みが円滑に機能するよう状況把握と後方支援を行う。

・新たなまちの取り組みを行う場合は関係機関同士のネットワーク構築

　や協働できる体制づくりに向けてマッチングや懇談会等の開催支援を

　行う。

○地域ケア会議推進事業を参照

地域のこと、まちの助け

合い活動や社会参加に関

心を持つ人が増える。

　共通する目的を持った

関係者や関係機関同士が

ネットワークを構築でき

る。

≪昭　和≫

　住民の見守りや関わり

合いの体制が維持・継続

できるようネットワーク

の構築・強化を図る。

≪石　川≫

　地域の活動が維持・拡

大することで、住民同士

の見守りや支え合いが継

続できる。

≪北美原≫

　多世代交流の活動を通

して、助け合いの仕組み

づくりのきっかけとなる

取り組みが実施できる。
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　(ｱ)　第2層生活支援コーディネーター業務

活動目標に対する評価

≪赤　川≫

・赤川町会館健康づくり教室

・老人保健施設もも太郎との懇談会

・リーフレットの送付

≪美原5丁目≫

・美原5丁目健康づくり教室

・リーフレットの送付

○社会資源の把握（サロン、健康づくり教室等）

赤川町会 休止中

UR赤川通団地 休止中

亀田交流プラザ 感染状況により適宜、開催を判断

石川町会館 月2回継続開催

美原町会 感染状況により適宜、開催を判断

昭和町会 感染状況により適宜、開催を判断

会　　場 内　容

北美原町会館 感染状況により適宜、開催を判断

事業内容
令和3年度　活動評価

令和4年3月25日送付　参加者10名

送付内容：広報紙、今後の健康づくり教室について、

リーフレット「自宅で出来る介護予防」、リーフレット

「いきいき生活手帳について」

4月14日、8月31日、12月23日の3回実施

内容：健康づくり教室の再開について、自宅でできる運

動等リーフレットの作成について

令和4年3月18日送付　参加者10名

送付内容：広報紙、今後の健康づくり教室について、

リーフレット「自宅出来る運動について」

開催日時 健康づくり教室の開催は無かった

開催場所 地域支援グループくりの木

実績（実施回数，内容，実施方法等）

第2層生活支援

コーディネーター

活動

【活動目標】

≪赤　川≫

　地域住民の健康の維持増進と、外出・交

流の場の継続ができる。

　自主教室として継続して開催する。

【評　　価】

　健康づくり教室を共催している老人保健

施設もも太郎と、今後の教室の再開や再開

が難しい場合のリーフレット作成と送付に

ついて懇談した。教室の再開は新型コロナ

ウイルス感染症のためできなかったが、

リーフレットを作成し参加者へ発送した。

赤川地区は新型コロナウイルス感染症が拡

大して以来、町会や老人クラブの活動の多

くを自粛しており、住民間の交流が低下し

つつあると考えられる。新型コロナウイル

ス感染症の状況を見つつ、町会、老人保健

施設もも太郎と連携し健康づくり教室再開

を検討する。

【活動目標】

≪美原5丁目≫

　住民の健康の維持増進と、外出・交流の

場の継続ができる。

　自主教室として継続して開催する。

【評　　価】

　美原5丁目での健康づくり教室も新型コ

ロナウイルス感染症の影響で開催されな

かった。このため、自宅でできる介護予防

等のリーフレットを送付した。来年度以

降、教室を再開し自主教室へと勧めたい

が、中止以来2年ほど経過しているため、

開催方法や内容についても工夫が必要であ

る。

開催日時 健康づくり教室の開催は無かった

開催場所 赤川町会館

内容

講師：介護老人保健施設もも太郎

対象：赤川町、亀田中野町住民

内容：体操、健康講話

内容

講師：町内健康運動指導士

対象：近隣住民

内容：体操、健康講話
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

・開催回数および参加数

・健康づくり教室参加

　者の行動変容

・参加者の主観的健康観

　の変化

・自主グループ化後の活

　動状況

　

・開催回数および参加数

・健康づくり教室参加

　者の行動変容

・参加者の主観的健康観

　の変化

・自主グループ化後の活

　動状況

≪赤川町会健康づくりサロン≫

・自主教室として継続するため支援する。

・赤川町会館で実施するため、会場の確保と日程調整を支援する。

・チラシを作成し、赤川町会に依頼して周知を図る。

・介護老人保健施設もも太郎の職員が講師となる。

・参加者の移動距離が長いため、冬季は開催しない。

（新型コロナウイルス感染症の影響で開催できない場合は手紙やリーフ

　レット等で運動や外出の機会を維持できるよう支援する）

・散歩マップを作成し、地域で運動しやすい環境を整える。

≪美原5丁目健康づくりサロン≫

・地域支援グループくりの木を会場に実施する。

・チラシを作成し、美原町会に依頼して周知を図る。

・講師はレクリエーションインストラクターへ依頼する。

・くらしのサポーターやボランティアによるリーダーを養成する。

・リーダーが不在であれば半年ほどで終了も検討する。

（新型コロナウイルス感染症等の影響で開催できない場合は手紙やリー

　フレット等で運動や外出の機会を維持できるよう支援する）

≪赤　川≫

　地域住民の健康の維持

増進と、外出・交流の場

の継続ができる。

　住民主体の教室を目指

して再開できる。

≪美原5丁目≫

　住民の健康の維持増進

と、外出・交流の場の継

続ができる。

　住民主体の教室を目指

して再開できる。
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イ　認知症総合支援事業

　(ｱ)　認知症地域支援・ケア向上事業

　【根拠法令】介護保険法第115条の45第2項第6号

　【目　　的】認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう，認知症地域支援推進員を中心として，

　　　　　　　医療・介護等の連携強化等による，地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図る。　　　

活動目標に対する評価

○認知症ガイドブック（ケアパス）、認知症ガイドの活用に

　よる知識の普及啓発。

・広報紙配布時に併せて配布 （箇所）

○広報紙第15号へ関連内容掲載

○認知症カフェの開催

○北東部第2圏域おれんじCaféプロジェクトチームの状況

○認知症サポーター養成講座 （人）

○関係機関との連携体制構築

事業内容
令和3年度　活動評価

R1.12 R2.12

－ 15病院・クリニック 15（1）

R3.12

認知症に関する知

識の普及及び理解

の促進

【活動目標】

　地域住民や高齢者と接点の多い関係機関

が認知症について理解できる。

　「何かあったらセンターや専門機関へ相

談する」という意識を持つことができる。

【評　価】

　コロナ禍により啓発活動に関しては、集

団対象の活動が困難であった。認知症サ

ポーター養成講座の少人数開催や個別の総

合相談、個別地域ケア会議等の機会を通じ

て認知症の啓発や理解の促進を意識して丁

寧に活動した。

　コロナ禍により地域活動を休止する機関

が多く、出前講座の依頼が激減する等、セ

ンターが出向いてアプローチする機会は制

限された。そのため、関係機関へケアパ

ス・認知症ガイドを訪問により手配布し

た。また、広報紙への掲載や既存の認知症

カフェから発展的に活動しているプロジェ

クトメンバーと作成した『認知症カフェ通

信』を地域住民や関係機関へ発信する等、

認知症に関する情報提供や見守りの重要性

を併せて周知することができた。

　今後も新規情報発信先を開拓し、早期の

対応に連携が必要であることを広報啓発す

ることが必要である。

金融機関 6

－

・「認知症知っていますか」

・「あたまの健康チェックを受けましょう！」

・「まちがいさがし～頭の体操で認知症予防～」

・4コママンガ「認知症のことを知って皆で支えあう

　ことの大切さ」

新型コロナ感染予防のため開催せず。代替活動として

『おれんじCafé通信第2号』を作成し、認知症や見守

り、健康寿命について情報発信した。
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4（3）

4

39

5

3

6

5

19

介護事業所

町会

警察・派出所

19(19)

－ 5

－

・SOMPOケア函館昭和

・サ高住アメニティーコレクトピア

・居宅介護支援事業所花笑み

・ケアプランセンターおおむら

－ 4温泉・銭湯

39(1)

亀田交流プラザ 懇談会の開催

－ 123(38)

－ 1

介護老人保健施設

実績（実施回数，内容，実施方法等）

26

計

ドラッグストア

郵便局

歯科医院

調剤薬局 － 26(18)

－

3

－ 5

－

懇談会の開催

函館高等支援学校 8

構成チームの参画事業所数 4

機関名

機関名 活動内容

受講数
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活動目標 計　　画 評価指標

・認知症ガイドブック及び認知症ガイドを普及するため設置を依頼する

　とともに職員の閲覧を呼びかける。

・認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に関する支援者を増やす。

・認知症の方の見守り体制構築の手法として個別地域ケア会議・地域ケ

　ア推進会議を周知するとともに参集を行う。

・生徒・学生のうちから認知症に関して理解が深まるよう出前授業や認

　知症サポーター養成講座を行う。

・広報紙に認知症の人との関わり方や気づきの視点をテーマに記事を記

　載する。

・集いの場に認知症関連の情報特設コーナーを設置し地域住民が気楽に

　立ち寄り必要な情報を得られるよう環境を整備する。

・認知症カフェをセンター集える場や旧センターで規模を縮小して開催

　する。

・北東部第2圏域おれんじCafeプロジェクトチームメンバーでの企画・

　開催とする。

（新型コロナウイルス蔓延状況により、屋外での開催も企画する。また、

　開催が困難な場合は代替として過去の認知症カフェ参加者へリーフレッ

　ト等による情報発信を行う）

　関係機関が気になる認

知症（疑い含む）ケース

について相談することが

できる。

　地域住民が認知症を正

しく理解し、見守ること

の重要性を知ることがで

きる。

　認知症カフェが地域に

浸透する。

令和4年度　活動計画

・認知症ガイドブック等

　の配布機関数

・認知症サポーター養成

　講座の開催数と対象者

・個別地域ケア会議・地

　域ケア推進会議の周知

　実績

・認知症サポーター養成

　講座の開催数と対象者

・広報紙での周知実績

・集いの場に設置した情

　報の内訳

・認知症カフェの開催数

　と参加者の内訳
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　(ｱ)　認知症地域支援・ケア向上事業

活動目標に対する評価

○総合相談における認知症に関する対応 （延回）

○権利擁護業務における認知症に関する対応 （人、延回）

○個別地域ケア会議のうち課題が認知症であった割合

○認知症初期集中支援チーム員の活動

○職員の資質向上に向けた取り組み （人、回）

【活動目標】

　センターに相談できる人を増やす。認知

症の人や家族の相談事が早期に解消され

る。

【評　　価】

　総合相談において認知症に関する相談対

応は前年の2.0倍となり本人家族のみではな

く、支援している地域住民や関係機関から

も入るようになってきた。相談支援が相談

者の認知症の理解促進の機会にもなった。

　認知症の本人や家族を地域で孤立させ

ず、住み慣れた地で生活できるように民生

委員や介護支援専門員、介護保険利用事業

所等と面識を持ってもらい地域での見守り

の重要性についても身近なことからできる

ことを伝え、地域の見守りが本人家族の安

心につながることを個別地域ケア会議開催

にて共有確認する等、繋ぐことができた。

今後も認知症に関連する困りごとが早期に

解消されるよう、随時適切な方法で情報提

供や受診支援、必要な支援に繋ぐ積極的な

活動が必要である。

　認知症の人やその家族に対し適切な支援

が早期に開始されるよう、センター業務全

般を通じて認知症地域支援推進員としての

活動を意識しながら通常業務にあたった。

　認知症に関する研修は、開催されないも

のもあったがオンライン開催のものは積極

的に参加し、認知症地域支援推進員の資質

向上に務めることができた。

　今後も関連業務との連携や連動を意識し

た取り組みが必要である。

事業内容
令和3年度　活動評価

実績（実施回数，内容，実施方法等）

認知症の相談先の

周知と適切な支援

相談支援数 273 184 174

R1.12 R2.12 R3.12

相談支援数 90 83 164

R3.12

対象者数 20 13 14

R1.12 R2.12

R1.12 R2.12 R3.12

開催回数 7 4 5

課題が認知症の割合 57.1% 75.0% 60.0%

認知症支援 4 3 3

R1.12 R2.12 R3.12

センター内対象者 1 1 2

訪問対象者 0 0 0

訪問対象者判断の割合 0.0% 0.0% 0.0%

センター内事例検討 1

　(訪問対象外となった理由)感染対策から医療機関対応

が困難でチームとしてではなく通常支援での対応となっ

たため。

認知症になっても安心して外歩きを楽しめるまちづくり 2

内　容

認知症地域支援推進員　初任者研修 1
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活動目標 計　　画 評価指標

令和4年度　活動計画

　認知症の人や家族が早

期に相談し、適切な支援

を受けることができる。

・広報紙やリーフレットの配布により、センターが相談窓口であること

　を周知する。

※総合相談支援業務と連動

・広報紙やリーフレットの配布により、認知症の初期症状や対応方法等

　を周知する。

・認知症の相談を受けた際は、丁寧に適切に支援する。必要時は介入初

　期からチームで支援する。

※認知症初期集中支援チーム員活動との連携

・地域での見守り等が必要な場合は、関係機関と連携体制を構築しな

　がら支援を行う。

※地域ケア会議推進事業と連動

・集いの場に認知症関連の情報特設コーナーを設置し本人、家族が気楽

　に立ち寄り必要な情報を得られるよう環境を整備する。

・センター職員が認知症支援に関する専門的な知識を習得し、適切に支

　援する。

・広報紙での周知実績

・広報紙の記事内容

・認知症に関する相談対

　応の実績

・認知症初期集中チーム

　員の活動実績

・個別地域ケア会議のう

　ち課題が認知症であっ

　た割合

・職員の資質向上の取り

　組み実績
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